雇用経済部における後援等に係る三重県名義使用の承認基準

（趣旨）

第１条　三重県雇用経済部は、産業の振興や雇用の促進に係る事業などを行う団体等から、共催、後援、又は協賛（以下「後援等」という。）の三重県名義使用の承認申請があった場合、この基準により事務処理を行う。

（定義）

第２条　この基準における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

（１）共催：共同主催の略で、三重県が他の団体等と共同して事業を実施する意思を示すことをいう。（この場合、三重県は、当該事業に対し主催者としての責任を負う。）

（２）後援：三重県が他の団体等が行う事業を援助する意思を表示することをいう。

（３）協賛：三重県が他の団体等が行う事業に賛意を示すことをいう。

（後援等を承認する事業）
第３条　後援等の三重県名義使用を承認することができる事業は、産業の振興、雇用の促進又は地域の活性化に貢献すると認められ、かつ、次の各号に該当するものとする。

（１）公共性を有するもの

（２）事業の規模が広範囲にわたるもの
（３）営利のみを目的としないもの

（４）特定の政党若しくは政治的団体又は特定の宗教のための活動でないもの

（５）特定の主義主張の浸透を図る目的を有しないもの

（６）民間企業が行う場合には、その内容が全国的な注目を集めるなど、三重県を代表するような事業又は三重県のＰＲやイメージアップにつながるようなもの。

（後援等を承認する団体等）

第４条　事業を行う団体等が次の各号のいずれかに該当するものについて、後援等の三重県名義使用を承認することができる。

（１）国又は地方公共団体

（２）県が重要施策と位置づけている事業の展開を目的とする団体等
（３）前条第１項第６号の事業を行う民間企業
（４）その他雇用経済部長が適当と認める団体等
（承認の手続き）

第５条　後援等の三重県名義を使用しようとするものは、次の事項を記載した申請書（様式１）により、承認を申請するものとする。

（１）事業の名称、目的又は趣旨、内容及び規模
（２）事業を主催する団体等の住所、名称、代表者名、連絡先
（３）他に後援等を申請している団体名
（４）開催場所及び開催期間

（５）対象及び参加（来場）予定人員（事業規模が推定可能なその他の数値でも可）
（６）入場料又は参加料の有無とその金額

（７）共催の場合は、事業の実施計画書

（８）その他雇用経済部長が別に指示する事項

２　後援等の名義使用の承認文書は、当該承認に係る必要な条件を付記することができる。

（不承認とする場合）

第６条　前３条に規定する基準を満たす場合であっても次の各号に該当すると認められる場合には承

　認しないものとする。

　（１）　申請書の記載に虚偽の事項がある場合
　（２）　その他雇用経済部長が適当でないと認める場合
（取り消し）

第７条　後援等の三重県名義使用の承認を受けた団体等が、事業の実施にあたり、この基準に違反すると認められた場合又は不適当な行為があると認められたときには、当該承認を取り消すものとする。
（事業報告等）
第８条　後援等の申請者は、事業終了後１ヶ月以内に事業実施報告書（様式２）を提出するものとする。

２　三重県が共催した事業の場合、前項の事業実施報告書には、収支決算書を添付するものとする。

（知事賞の交付）

第９条　団体等が知事賞等の交付を行う場合については、雇用経済部における後援等に係る三重県名義使用の承認基準に準じて承認するものとする。様式については、様式１から様式２を基本とすること。
　２　知事賞の交付等の承認にあたっては、当該承認に係る事業実施内容の詳細がわかる書類、表彰審査基準・審査結果及び会計書類等を事業終了後５年間保管し、三重県が求める場合には、閲覧や写しの提出に応じることを付記する。

（附　則）

　この基準は、平成２４年４月１日から施行する。
（附　則）

　この基準は、平成２４年５月１日から施行する。

（附　則）

　この基準は、平成２６年３月１４日から施行する。

